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宮崎県 島根県 大阪府 静岡県 栃木県 合計
重要 39 35 22 83 116 295 
やや重要 27.30百 36.00覧 35.50弛 30.80% 33.50% 33.70弛
あまり重要でない 31 26 22 82 104 265 
重要でない 30.20首 26.80出 35.50拡 20.50話 30.00略 30.30覧
33 36 18 104 126 317 
どちらともいえない
32.00% 37.10% 29.00覧 38.70% 36.40覧 36.10略
表2 本制度下で設定する目標は、組織の円滑な運用上重要か』
宮崎県 島根県 大阪府 静岡県 栃木県 合計
納得 51 34 18 77 106 286 
やや納得 49.00拡 35.00覧 29.10同 28.60% 30.60百 32.50略
あまり納得でない 22 28 16 83 115 264 
納得でない 21. 20覧 28.80国 25.80% 30.90出 33.20見 30.10覧
31 35 28 109 125 328 
どちらともいえない
29.80弛 36.10覧 45.20出 40.50首 36.10拡 37.40出
表3 評価結果には納得しているかj
宮崎県 島根県 大阪府 静岡県 栃木県 合計
重要 56 36 28 140 105 365 
やや重要 53.90% 37.10世 44.40略 52.00覧 32.30首 42.50覧
あまり重要でない 15 16 11 38 43 123 
重要でない 14.40% 16.50時 17.50出 14.10唱 13.20% 14.30弛
33 45 24 91 177 370 
どちらともいえない
31. 70覧 46.40略 38.10% 33.80首 54.50世 43.10略
表4 教育方針・目標等について他の先生方と話し合う機会が増えたJ
宮崎県 島根県 大阪府 静岡県 栃木県 メ仁斗3三ロ+
増加 35 14 12 69 64 194 
やや増加 35.00略 15.00出 20.00% 25.80出 19.30覧 22.80覧
やや減少 3 7 2 10 22 44 
減少 3.00略 7.60拡 3.40% 3.70出 6.60拡 5.10拡
62 72 46 188 246 614 
変わらない
62.00% 77. 40出 76.70目 70.40出 74.10首 72.10% 
ている。栃木県ではキャリア段階別の評価基準が設けられており、経験年数に応じて








































































図1 校外研修 図2 自主研修























































極的にj と「ややJを合計)のは、図 7に示されているように 43%に留まっている。
図6 研修を教員に勧めたいか 図7 実際に勧めているか
圏 1積極的に勧めたい 園 1積極的に勧めている
国 2やや積極的に勧めたい 園 2やや積極的に勧めている
図42出
図 3あまり勧めたくない 回 3あまり勧めていない
32% 
図 4全く勧めたくない 図 4全く勧めていない
圃 99どちらでもない • 99どちらでもない
さらに、「自主研修に参加した結果、他の教員の業務に差し支えが生じる場合j につ



















































































































O 10 20 30 60 80 90 100 40 50 
回答数
70 








0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100 
回答割合 % 
|Eやりたい図やってもいいロどちらでもない悶あまりやりたくない・全くやりたくないロ無回答|
「教員評価で立てた目標を達成できたときjではないことに注意すると、この3項目に
行政が介入できる要素がほとんどないと言ってもよい。また、教育行政が教員のインセ
ンティブであると考えてきた「金銭Jr昇格Jr処遇の公平Jr社会的地位」のインセン
ティブとしての地位は、相対的にとても低いものとなっている。(表2)でわかるとお
り、「金銭Jr降格Jr処遇の不平Jr社会的地位の低さJは、負のインセンティブでもさ
ほど重要ではない。したがって、教育行政が教師のインセンティブに直接介入すること
はできない。これが 1つ目の教育行政の限界である。一方で自由記述欄に現れたのは、
成果主義に対する許容性の違いである。成果主義を推奨する意見が出る一方で、「教員
であるからJr教育的ではなし、からj という理由で金銭と教職との結び、つきを厭う教員
集団の存在がある。これはかつて聖職者として尊敬の対象で、あった教員としづ職業に特
殊の現象であり個人の選好というレベルで、はないと考える。この自由記述欄の回答は、
全く異なる性質を持つ2つの教員グループ。が学校に存在することを示唆している。一方
は教員を労働者として捉え、学校現場の特殊性には配慮しつつも、その労働条件の選好
は合理的経済人そのものである。インセンティブは「処遇」であるといえよう。しかし
もう一方の教員グループ。には、合理的経済人モデ、ルを適用することができない。給与と
職務が結び、つけられるのをむしろ嫌悪するグループ。で、ある。インセンティブは「処遇」
というよりも「教職それ自体jである。この2つの異なるグループ。に対して処遇と結び
ついた人事管理を行う場合、教育行政は大きな問題に直面することとなる。教育行政が
管理する資源である「カネjに対してこの2つのグループ。は相反する態度をとるからで
ある。インセンティブが「処遇」であるグループ。にとっては、「カネJは非常に有効な
政策となる。しかし、インセンティブが「教職それ自体」であるグループ。にとっては、
「カネ」はモチベーション向上手段として非力であるばかりか、逆に「カネjで教員の
モチベーションを高めようという教育行政の姿勢が教師の反感を買うことになる。この
二律背反が2つ目の教育行政の限界である。
しかし、教育行政に限界しかないわけで、はない。教育行政は「ヒトJrモノJrカネ」
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としづ直接的資源とは別に、「時間」としづ間接的資源をある程度管理している。教員
の正及び負のインセンティブで相対的に高い地位を占めるのは「こどもとの触れ合い」
である。この「こどもとの触れ合しリを増やすような政策をとること、すなわち教員に
学校内での十分な自由時間を与えることによって、間接的に教育行政は教員のモチベー
ションを向上させることができる。これは多忙と関連するが、事務手続きの簡略化や教
員の加配によって達成される必要がある。また、教員に時間を与えることによって懸念
される教員の怠業については、教員評価に同僚や生徒からの意見を組み込むことによっ
て防止することができるであろう。
(脇奈七)
おわりに総括
教育行政は現に何をすることができるか、何をすることができないか。例えば人事考
課、職能発達の促進、研修の提供、支援と、行政は実践に対して様々な顔を有する。し
かしそれら顔が、現実と整合性を持ちうるか否か。
教員評価制度については、評価は客観性がしばしば求められるが、しかし本来の意味
の「客観性J(誰が見ても唯一つの事実)は、認識の可能的拡がりを考えれば、達成さ
れえない。しかし、客観性をより高めるとして相対的客観性の必要性は不可避的である。
したがって問題の焦点は、「客観性」ではなく「納得性Jにあるといえる。すなわち、
いかにして納得性を上げることができるか、ということに加えて、あるいはそれ以上に、
いかにして客観性の前提を棄却し、納得性としづ概念から、評価の暖味性を不可避の事
実として受容し、その上で評価を実践に活用することが出来るか、ということである。
教員研修は、その価値の認識は十人十色であり、し、かなる研修が最も価値があるか、
という聞いによって一般的事実を求めることは無意味であるが、行政という視点に立て
ば問題は研修内容よりも、教員の意欲の有無にある。つまり、行政がし、かにして教員の
職能発達に寄与することが妥当であるかという問題である。過多な負担を考慮すれば、
一種信頼を置いた(何もしないとしづ政策の)方が、職能発達に寄与できるのか。これ
は教員の意欲の可能性の有無や、他の制度との調和を考慮する必要のある難問である。
教員の多忙感、インセンティブの問題については、これは実践にかかわる全ての制度
にかかわる問題である。教員は限られた時間を自らの財としてもっており、その限りに
おいて仕事を遂行できるのであり、よって教員研修にしてもこの制約に縛られるのであ
る。また、この物理的多忙に加えて精神的多忙も仕事を遂行する上では、負のインセン
ティブとしての性質をもっ。行政の視点からすれば、いかにして教員のやる気を引き出
すかとしづ以前に、いかにして教員のやる気を削ぐようなことを避けることができるか、
ということのほうが、より現実的に実践へ寄与することが可能となるであろう。
いまだ十全な調査結果は得られていなし、。今後更なる調査の必要性がある。
(桐村豪文・劉日斤)
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